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第３章は 2000年代に入ってからの F社子会社 C社によるトヨタ生産システムの導入の実
態を説明している。すなわち、中国政府の「以市場換技術」政策の下に C社は 2002年に日





















































































（４）第４章について。F 社グループに属す日系合弁企業 J 社におけるトヨタ生産システ
ムの実践実態を参与観察と聞取り調査によって明らかにした。特に、①J 社は同社を管理し




以上のように、本論文が、①F 社および C 社・J 社における外来生産システムの適用と適
応の実態、②中央政府の政策の F 社の生産システムの進化への影響、③ソ連型生産システ












討も望まれる；④中国の C 社と J 社におけるトヨタ生産システムの導入実態を説明し比較
しているが、十分な研究が存在するトヨタ自動車の北米工場のトヨタ生産システムの導入
実態との比較を行えば、両社におけるトヨタ生産システムの展開について、進捗度の違い
や中国的な適応の特殊性等の興味深い結果が得られるはずである、という指摘である。そ
のほかに、⑤企業名を匿名にした理由についての質疑が行われるとともに、文章表現、論
文構成、参照文献の整理の仕方等の論文作成法についても改善すべき問題として指摘がな
された。以上の指摘は、本研究の更なる深化を期待してのものであり、本論文に示された
研究成果を損なうものではない。 
審査委員会は、韓亮氏の学位請求論文は以上のような課題を残すとはいえ、その研究成
果と意義を認め、博士（経済学）の学位を授与するにふさわしい内容であると、全員一致
で結論した。 
 
